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報告第３号 

 

 

処分報告について  

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、池

田市市税条例の一部を改正する条例を次のとおり専決処分したので、同条第３

項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

  令和６年５月１６日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

理  由 

  地方税法等の一部改正に伴い、本条例の一部を改正する必要が生じたので

専決処分したものである。 

 

 

 

 

- 1 -



専決第３号 

 

 

池田市市税条例の一部改正について 

 

 

 池田市市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和６年３月３０日 専決処分 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子   
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池田市条例第２２号 

 

池田市市税条例の一部を改正する条例 

 

池田市市税条例（平成１７年池田市条例第２２号）の一部を次のように改正

する。 

附則第１１条の４の次に次の４条を加える。 

 （令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第１１条の５ 令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の８第４項

及び第５項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和６年度分特

別税額控除額を、前年の合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割の

納税義務者（次条及び附則第１１条の７において「特別税額控除対象納税義

務者」という。）の第２２条、第２４条から第２６条まで、附則第６条第２

項、附則第１０条第１項、附則第１１条の３第１項、前条及び附則第１２条

の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第２４条の２第２項、第４５条の５

第１項及び前条の規定の適用については、第２４条の２第２項及び前条中

「附則第５条の６第２項」とあるのは「附則第５条の６第２項及び第５条の

８第６項」と、第４５条の５第１項中「課した」とあるのは「附則第１１条

の５第１項の規定の適用がないものとした場合に課すべき」と、「の前々年

中」とあるのは「の同項の規定の適用がないものとした場合における前々年

中」と、「、前々年中」とあるのは「、附則第１１条の５第１項の規定の適

用がないものとした場合における前々年中」とする。 

 （令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例） 

第１１条の６ 令和６年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通知

書に記載すべき各納期の納付額については、第３５条の規定にかかわらず、
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次に定めるところによる。 

 (1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の

市民税の額（前条第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される

普通徴収に係る個人の市民税の額をいう。）、特別税額控除前の普通徴収

に係る個人の府民税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項の規定の適

用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の府民税の額を

いう。）及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額（以下この号におい

て「特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額」という。）から

その者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の府民税

の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額を控除した額（以下この

項において「普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額」という。）

がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額を４で除し

て得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当該金

額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を

切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に３を乗じ

て得た金額をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額

から控除した残額に相当する金額（以下この項において「第１期分金額」

という。）に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納

付額は、第３４条第１項に規定する第１期の納期（以下この項、次項及び

次条第１項において「第１期納期」という。）においてはその者の第１期

分金額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除

した額とし、その他のそれぞれの納期においてはその者の分割金額とす

る。 

 (2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額

とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記
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載すべき各納期の納付額は、第１期納期においてはないものとし、第３４

条第１項に規定する第２期の納期（以下この項及び次条第１項において

「第２期納期」という。）においてはその者の第１期分金額とその者の分

割金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額を控除した額とし、第３４条第１項に規定する第３期の納期（以下こ

の項において「第３期納期」という。）及び同条第１項に規定する第４期

の納期（以下この項において「第４期納期」という。）においてはその者

の分割金額とする。 

 (3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以上であ

り、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金

額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の

納付額は、第１期納期及び第２期納期においてはないものとし、第３期納

期においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た

金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除

額を控除した額とし、第４期納期においてはその者の分割金額とする。 

 (4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額

との合計額以上である場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納

付額は、第１期納期、第２期納期及び第３期納期においてはないものと

し、第４期納期においては、その者の普通徴収に係る個人の市民税の額、

普通徴収に係る個人の府民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合

算額とする。 

２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から第４５条第１項の規定によ

り普通徴収の方法によって徴収されることとなったものを除く。）を同項の

規定により普通徴収の方法によって徴収する場合については、前項の規定
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は、適用しない。 

 （令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例） 

第１１条の７ 令和６年度分の個人の市民税に限り、第４５条の２第１項の規

定により特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個

人の市民税（第３項において「年金所得に係る特別徴収の個人の市民税」と

いう。）の額及び同条第２項の規定により普通徴収の方法によって徴収すべ

き公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額については、次に定めると

ころによる。 

 (1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人の

市民税の額（附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合

に算出される第４５条の２第１項に規定する前年中の公的年金等に係る所

得に係る所得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税

額を含む。以下この号及び第５号において同じ。）の合算額（以下この号

及び第５号において「年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額」と

いう。）をいう。以下この号及び第３項第１号において同じ。）からその

者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を控除した額（以下こ

の項及び第３項において「年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民

税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から特別税額

控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に

係る個人の市民税の額の２分の１に相当する額をいう。以下この号におい

て同じ。）を控除した額をいう。以下この号において同じ。）を２で除し

て得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当該金

額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を

切り捨てた金額。以下この項において「第２期分金額」という。）をその

者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額

- 6 -



に相当する金額（以下この項において「第１期分金額」という。）に満た

ない場合には、第１期納期及び第２期納期に普通徴収の方法によって徴収

すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額（以下この項におい

て「普通徴収対象税額」という。）並びに第４５条の３に規定する特別徴

収対象年金給付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的

年金等に係る所得に係る個人の市民税の額（以下この項及び第３項におい

て「特別徴収対象税額」という。）は、第１期納期においてはその者の第

１期分金額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額を控除した残額に相当する税額、第２期納期においてはその者の第２期

分金額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１

月３０日までの間においてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個

人の市民税の額を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端数が

あるとき、又は当該金額の全額が１００円未満であるときは、その端数金

額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」とい

う。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る

個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において

「１０月分金額」という。）に相当する税額、同年１２月１日から翌年の

３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 (2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分

金額とその者の第２期分金額との合計額に満たない場合には、普通徴収対

象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期における税額はないものと

し、第２期納期においてはその者の第１期分金額とその者の第２期分金額

との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額を控除した残額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間においてはその者の１０月分金額に相当する
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税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の

分割金額に相当する税額とする。 

 (3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額以

上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその

者の１０月分金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特

別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期における税額はないものと

し、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間に

おいてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０

月分金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額を控除した残額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月

３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 (4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の

１０月分金額の合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者

の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金額の合計額に

満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納

期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１

月３０日までの間における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年

の１月３１日までの間においてはその者の第１期分金額、その者の第２期

分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金額の合計額からその者

の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相

当する税額、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の分

割金額に相当する税額とする。 

 (5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１
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０月分金額及びその者の分割金額の合計額以上である場合には、普通徴収

対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並びに当該

年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１月３１日までの間におけ

る税額はないものとし、同年２月１日から３月３１日までの間においては

その者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に相当する税額と

する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第４５条の４の規定の適用について

は、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年

金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とある

のは、「附則第１１条の７第１項各号に規定する特別徴収の方法によって徴

収すべき額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の市

民税の額（第１項の規定の適用があるものを除く。）については、次に定め

るところによる。 

 (1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額

（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から第４５条の５第

１項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額をいう。以下

この号において同じ。）を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満

の端数があるとき、又は当該金額の全額が１００円未満であるときは、そ

の端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金

額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴

収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項

において「１０月分金額」という。）に満たない場合には、特別徴収対象

税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの

- 9 -



間においてはその者の１０月分金額からその者の年金所得に係る個人の市

民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年１２月１

日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する

税額とする。 

 (2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の１０月分金額以上であり、かつ、その者の１０月分

金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、特別徴収対象税

額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間

における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年の１月３１日まで

の間においてはその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額から

その者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残

額に相当する税額、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその

者の分割金額に相当する税額とする。 

 (3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額以上で

ある場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月

１日から翌年の１月３１日までの間における税額はないものとし、同年２

月１日から３月３１日までの間においてはその者の第４５条の５第２項の

規定により読み替えられた第４５条の２第１項に規定する年金所得に係る

特別徴収税額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第４５条の４の規定の適用について

は、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年

金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とある

のは、「附則第１１条の７第３項各号に規定する特別徴収の方法によって徴

収すべき額」とする。 
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５ 令和６年度分の個人の市民税につき第４５条の６第１項の規定の適用があ

る場合については、前各項の規定は、適用しない。 

 （令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第１１条の８ 令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の１２第３

項及び第４項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和７年度分

特別税額控除額を、同条第３項に規定する特別税額控除対象納税義務者の第

２２条、第２４条から第２６条まで、附則第６条第２項、附則第１０条第１

項、附則第１１条の３第１項、附則第１１条の４及び附則第１２条の２の規

定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

附則第１３条第２項中「から第３３項まで、第３５項、第３９項、第４３項

若しくは第４６項」を「、第３２項、第３４項、第３８項、第４２項若しくは

第４５項」に改める。 

附則第１３条の２第７項中「附則第１５条第２５項第２号イ」を「附則第１

５条第２５項第３号イ」に改め、同条第８項中「附則第１５条第２５項第２号

ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、同条第９項中「附則第１５

条第２５項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同条第１

０項中「附則第１５条第２５項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第４号

イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２５項第３号ロ」を「附則第１

５条第２５項第４号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第２５項第３

号ハ」を「附則第１５条第２５項第４号ハ」に改め、同条第１３項を削り、同

条第１４項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第３２項」に改め、

同項を同条第１３項とし、同条第１５項中「附則第１５条第４２項」を「附則

第１５条第４１項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項中「附則

第１５条第４３項」を「附則第１５条第４２項」に改め、同項を同条第１５項

とし、同条中第１７項を第１６項とし、第１８項を第１７項とする。 

附則第１４条中第１４項を第１５項とし、同条第１３項各号列記以外の部分
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及び第５号中「附則第７条第１７項」を「附則第７条第１８項」に改め、同項

を同条第１４項とし、同条第１２項中「附則第７条第１６項各号」を「附則第

７条第１７項各号」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項中「附則

第７条第１１項各号」を「附則第７条第１２項各号」に改め、同項を同条第１

２項とし、同条第１０項中「附則第７条第１０項各号に規定する」を「附則第

７条第１１項各号に掲げる」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項中

「附則第７条第９項各号」を「附則第７条第１０項各号」に改め、同項を同条

第１０項とし、同条第８項中「附則第７条第８項各号」を「附則第７条第９項

各号」に改め、同項を同条第９項とし、同条中第７項を第８項とし、第３項か

ら第６項までを１項ずつ繰り下げ、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 市長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち

区分所有に係る住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合におい

ても、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）

第５条第４項に規定する管理者等から、法附則第１５条の７第３項に規定す

る期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書類の提出がされ、かつ、

当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の７第１項又は第２項に規定する

要件に該当すると認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条第１項

又は第２項の規定を適用することができる。 

 附則第１６条の見出し中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から

令和８年度」に改め、同条第８号中「附則第１９条の３第５項」を「附則第１

９条の３第４項」に改める。 

 附則第１７条の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年度又は

令和８年度」に改め、同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度分」を「令

和７年度分又は令和８年度分」に改め、同条第２項中「令和４年度適用土地又

は令和４年度類似適用土地」を「令和７年度適用土地又は令和７年度類似適用

土地」に、「令和５年度分」を「令和８年度分」に改める。 

- 12 -



 附則第１８条の見出し中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から

令和８年度」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６

年度から令和８年度」に改め、「（商業地等に係る令和４年度分の固定資産税

にあっては、１００分の２．５）」及び「（令和３年度分の固定資産税にあっ

ては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削り、同条第２項及び第３項

中「令和４年度分及び令和５年度分」を「令和６年度から令和８年度までの各

年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「令和３年度から令和５年度」を

「令和６年度から令和８年度」に改める。 

 附則第２０条の見出し中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から

令和８年度」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度か

ら令和８年度」に改め、「。以下この条において同じ。」及び「（令和３年度

分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削る。 

 附則第２１条第４項を削る。 

 附則第２２条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令

和８年度」に改め、「（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の

固定資産税の課税標準額）」を削り、同条第２項中「令和４年度分及び令和

５年度分」を「令和６年度から令和８年度までの各年度分」に改める。 

 附則第２４条の見出し中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から

令和８年度」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６

年度から令和８年度」に改め、「（商業地等に係る令和４年度分の都市計画税

にあっては、１００分の２．５）」及び「（令和３年度分の都市計画税にあっ

ては、前年度分の都市計画税の課税標準額）」を削り、同条第２項及び第３項

中「令和４年度分及び令和５年度分」を「令和６年度から令和８年度までの各

年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「令和３年度から令和５年度」を

「令和６年度から令和８年度」に改める。 

附則第２５条の見出し中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から
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令和８年度」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度か

ら令和８年度」に改め、「。以下この条において同じ。」及び「（令和３年度

分の都市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準額）」を削る。 

附則第２８条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令

和８年度」に改め、「（令和３年度分の都市計画税にあっては、前年度分の都

市計画税の課税標準額）」を削り、同条第２項中「令和４年度分及び令和５年

度分」を「令和６年度から令和８年度までの各年度分」に改める。 

附則第３１条中「又は第４項」を削る。 

附則第３３条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令

和８年度」に改め、同条第２項中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３

１日」に改める。 

 附則第３６条第３項に次の１号を加える。 

(5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第３６条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

附則第３７条第３項に次の１号を加える。 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第３７条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 附則第３８条第３項に次の１号を加える。 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第３８条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 
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 附則第４１条第５項に次の１号を加える。 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第４１条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 附則第４２条第２項に次の１号を加える。 

(5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第４２条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 附則第４８条第２項に次の１号を加える。 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第４８条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 附則第４９条第２項に次の１号を加える。 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第４９条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 附則第４９条第５項に次の１号を加える。 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第４９条第３項後段の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

 附則第５０条第２項に次の１号を加える。 
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 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第５０条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 附則第５０条第５項に次の１号を加える。 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第５０条第３項後段の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

 附則第５１条中「（令和３年法律第７号）附則第１４条第１項」を「（令和

６年法律第４号）附則第２１条第１項」に、「令和３年度から令和５年度」を

「令和６年度から令和８年度」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の池田市市税条

例（次条において「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分

は、令和６年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和５年度分ま

での固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた地方税法等

の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の

地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次条において「旧法」という。）附

則第１５条第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所

内保育施設の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。 
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 （都市計画税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部

分は、令和６年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年度分

までの都市計画税については、なお従前の例による。 

２ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第

１５条第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保

育施設の用に供する固定資産に対して課する都市計画税については、なお従

前の例による。 
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報告第３号  説  明 

 

池田市市税条例の一部改正について 

 

地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）等の施行に伴い、

本条例の一部改正を行ったものである。 

 

１ 市民税関係 

(1) 令和６年度分の個人市民税の特別税額控除（定額減税）の創設 

前年の合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割の納税義務者の

所得割の額について、１万円（控除対象配偶者又は扶養親族１人につき１

万円を加算した額）から、１万円（控除対象配偶者又は扶養親族１人につ

き１万円を加算した額）に個人住民税の所得割の額のうちの府民税の割合

を乗じて得た額を差し引いた額を控除することとするものであること。ま

た、これに伴い必要となる個人市民税の納税通知書及び公的年金等に係る

所得に係る個人市民税に関する特例を定めるものであること。 

（附則第１１条の５から第１１条の７まで関係） 

(2) 令和７年度分の個人市民税の特別税額控除（定額減税）の創設 

前年の合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割の納税義務者の

うち、同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。）を有するものの所得割

の額について、１万円から、１万円に個人住民税の所得割の額のうちの府

民税の割合を乗じて得た額を差し引いた額を控除することとするものであ

ること。 

（附則第１１条の８関係） 

(3) (1)及び(2)に伴う所要の規定の整備を行うものであること。 

（附則第３６条から第３８条まで、第４１条、第４２条及び 
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第４８条から第５０条まで関係） 

２ 固定資産税及び都市計画税関係 

(1) 固定資産税等の課税標準の特例措置の改正に伴う規定の整理 

特定事業所内保育施設に係る地域決定型地方税制特例措置（わがまち特

例）の廃止に伴う所要の規定の整理を行うほか、都市計画税の読替規定及

び地域決定型地方税制特例措置の規定中引用条項の整理を行うものである

こと。 

（附則第１３条及び第１３条の２関係） 

(2) 新築された認定長期優良住宅に対する固定資産税の減額措置に係る申告

の見直し 

固定資産税の減額措置の対象となる新築された認定長期優良住宅のうち

区分所有に係る住宅については、その減額措置の適用に係る申告書の提出

がなかった場合においても、当該区分所有に係る住宅の管理者等から必要

な書類の提出がされ、かつ、その要件に該当すると認められるときは、そ

の減額措置を適用することができるとするものであること。また、引用条

項の整理を行うものであること。 

（附則第１４条関係） 

(3) 土地に係る固定資産税等の負担調整措置等の適用期間の延長等 

ア 土地に係る固定資産税等の負担調整措置等について、それぞれ令和５

年度までを適用期間としていたところ、令和６年度から令和８年度まで

においても適用することとするものであること。また、引用条項の整理

を行うものであること。 

（附則第１６条、第１８条、第２０条から第２２条まで、第２４条、 

第２５条、第２８条、第３１条及び第５１条関係） 

イ 土地の価格の特例について、令和５年度までを適用期間としていたと

ころ、令和７年度及び令和８年度においても適用することとするもので
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あること。 

（附則第１７条関係） 

３ 特別土地保有税関係 

宅地等に係る課税の特例の適用期間等の延長 

宅地等の課税の特例について、令和５年度までを適用期間としていたとこ

ろ、令和６年度から令和８年度までにおいても適用することとするものであ

ること。また、宅地等の課税における課税標準の特例の対象となる土地の取

得の日について、令和６年３月３１日までとしていたところ、令和９年３月

３１日までとするものであること。 

（附則第３３条関係） 

４ 施行期日等 

この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。また、所要

の経過措置を設けるものであること。 

（改正条例附則関係） 
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報告第３号  参  考 

池田市市税条例の一部を改正する条例対照表 

        改        正        前         改        正        後 

本則 （略） 

   附 則 

第１条～第１１条の４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本則 （略） 

   附 則 

第１条～第１１条の４ （略） 

（令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第１１条の５ 令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の８第４項

及び第５項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和６年度分特

別税額控除額を、前年の合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割の

納税義務者（次条及び附則第１１条の７において「特別税額控除対象納税義

務者」という。）の第２２条、第２４条から第２６条まで、附則第６条第２

項、附則第１０条第１項、附則第１１条の３第１項、前条及び附則第１２条

の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第２４条の２第２項、第４５条の５

第１項及び前条の規定の適用については、第２４条の２第２項及び前条中

「附則第５条の６第２項」とあるのは「附則第５条の６第２項及び第５条の

８第６項」と、第４５条の５第１項中「課した」とあるのは「附則第１１条

の５第１項の規定の適用がないものとした場合に課すべき」と、「の前々年

中」とあるのは「の同項の規定の適用がないものとした場合における前々年

-
 
2
1
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中」と、「、前々年中」とあるのは「、附則第１１条の５第１項の規定の適

用がないものとした場合における前々年中」とする。 

 （令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例） 

第１１条の６ 令和６年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通知

書に記載すべき各納期の納付額については、第３５条の規定にかかわらず、

次に定めるところによる。 

 (1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の

市民税の額（前条第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される

普通徴収に係る個人の市民税の額をいう。）、特別税額控除前の普通徴収

に係る個人の府民税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項の規定の適

用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の府民税の額を

いう。）及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額（以下この号におい

て「特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額」という。）から

その者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の府民税

の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額を控除した額（以下この

項において「普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額」という。）

がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額を４で除し

て得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当該金

額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を
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-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に３を乗じ

て得た金額をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額

から控除した残額に相当する金額（以下この項において「第１期分金額」

という。）に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納

付額は、第３４条第１項に規定する第１期の納期（以下この項、次項及び

次条第１項において「第１期納期」という。）においてはその者の第１期

分金額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除

した額とし、その他のそれぞれの納期においてはその者の分割金額とす

る。 

 (2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額

とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記

載すべき各納期の納付額は、第１期納期においてはないものとし、第３４

条第１項に規定する第２期の納期（以下この項及び次条第１項において

「第２期納期」という。）においてはその者の第１期分金額とその者の分

割金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額を控除した額とし、第３４条第１項に規定する第３期の納期（以下こ

の項において「第３期納期」という。）及び同条第１項に規定する第４期

の納期（以下この項において「第４期納期」という。）においてはその者
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の分割金額とする。 

 (3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以上であ

り、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金

額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の

納付額は、第１期納期及び第２期納期においてはないものとし、第３期納

期においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た

金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除

額を控除した額とし、第４期納期においてはその者の分割金額とする。 

 (4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額

との合計額以上である場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納

付額は、第１期納期、第２期納期及び第３期納期においてはないものと

し、第４期納期においては、その者の普通徴収に係る個人の市民税の額、

普通徴収に係る個人の府民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合

算額とする。 

２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から第４５条第１項の規定によ

り普通徴収の方法によって徴収されることとなったものを除く。）を同項の

規定により普通徴収の方法によって徴収する場合については、前項の規定
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、適用しない。 

 （令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例） 

第１１条の７ 令和６年度分の個人の市民税に限り、第４５条の２第１項の規

定により特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個

人の市民税（第３項において「年金所得に係る特別徴収の個人の市民税」と

いう。）の額及び同条第２項の規定により普通徴収の方法によって徴収すべ

き公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額については、次に定めると

ころによる。 

 (1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人の

市民税の額（附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合

に算出される第４５条の２第１項に規定する前年中の公的年金等に係る所

得に係る所得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税

額を含む。以下この号及び第５号において同じ。）の合算額（以下この号

及び第５号において「年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額」と

いう。）をいう。以下この号及び第３項第１号において同じ。）からその

者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を控除した額（以下こ

の項及び第３項において「年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民

税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から特別税額
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に

係る個人の市民税の額の２分の１に相当する額をいう。以下この号におい

て同じ。）を控除した額をいう。以下この号において同じ。）を２で除し

て得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当該金

額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を

切り捨てた金額。以下この項において「第２期分金額」という。）をその

者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額

に相当する金額（以下この項において「第１期分金額」という。）に満た

ない場合には、第１期納期及び第２期納期に普通徴収の方法によって徴収

すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額（以下この項におい

て「普通徴収対象税額」という。）並びに第４５条の３に規定する特別徴

収対象年金給付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的

年金等に係る所得に係る個人の市民税の額（以下この項及び第３項におい

て「特別徴収対象税額」という。）は、第１期納期においてはその者の第

１期分金額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額を控除した残額に相当する税額、第２期納期においてはその者の第２期

分金額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１

月３０日までの間においてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個

人の市民税の額を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端数が
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あるとき、又は当該金額の全額が１００円未満であるときは、その端数金

額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」とい

う。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る

個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において

「１０月分金額」という。）に相当する税額、同年１２月１日から翌年の

３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 (2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分

金額とその者の第２期分金額との合計額に満たない場合には、普通徴収対

象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期における税額はないものと

し、第２期納期においてはその者の第１期分金額とその者の第２期分金額

との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額を控除した残額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間においてはその者の１０月分金額に相当する

税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の

分割金額に相当する税額とする。 

 (3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額以

上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

者の１０月分金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特

別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期における税額はないものと

し、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間に

おいてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０

月分金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額を控除した残額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月

３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 (4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の

１０月分金額の合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者

の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金額の合計額に

満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納

期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１

月３０日までの間における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年

の１月３１日までの間においてはその者の第１期分金額、その者の第２期

分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金額の合計額からその者

の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相

当する税額、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の分

割金額に相当する税額とする。 
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１

０月分金額及びその者の分割金額の合計額以上である場合には、普通徴収

対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並びに当該

年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１月３１日までの間におけ

る税額はないものとし、同年２月１日から３月３１日までの間においては

その者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に相当する税額と

する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第４５条の４の規定の適用について

は、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年

金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とある

のは、「附則第１１条の７第１項各号に規定する特別徴収の方法によって徴

収すべき額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の市

民税の額（第１項の規定の適用があるものを除く。）については、次に定め

るところによる。 

 (1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から第４５条の５第

１項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額をいう。以下

この号において同じ。）を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満

の端数があるとき、又は当該金額の全額が１００円未満であるときは、そ

の端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金

額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴

収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項

において「１０月分金額」という。）に満たない場合には、特別徴収対象

税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの

間においてはその者の１０月分金額からその者の年金所得に係る個人の市

民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年１２月１

日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する

税額とする。 

 (2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の１０月分金額以上であり、かつ、その者の１０月分

金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、特別徴収対象税

額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間

における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年の１月３１日まで

の間においてはその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額から
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残

額に相当する税額、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその

者の分割金額に相当する税額とする。 

 (3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額以上で

ある場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月

１日から翌年の１月３１日までの間における税額はないものとし、同年２

月１日から３月３１日までの間においてはその者の第４５条の５第２項の

規定により読み替えられた第４５条の２第１項に規定する年金所得に係る

特別徴収税額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第４５条の４の規定の適用について

は、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年

金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とある

のは、「附則第１１条の７第３項各号に規定する特別徴収の方法によって徴

収すべき額」とする。 

５ 令和６年度分の個人の市民税につき第４５条の６第１項の規定の適用があ

る場合については、前各項の規定は、適用しない。 

 （令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

第１２条・第１２条の２ （略） 

（読替規定） 

第１３条 （略） 

２ 法附則第１５条第１項、第９項、第１３項、第１５項から第１７項まで、

第１９項、第２４項、第３１項から第３３項まで、第３５項、第３９項、第

４３項若しくは第４６項、第１５条の２第２項、第１５条の３又は第６３条

の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第１３８条第２項中「又

は第３３項」とあるのは「若しくは第３３項又は附則第１５条から第１５条

の３まで若しくは第６３条」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１３条の２ （略） 

２～６ （略） 

７ 法附則第１５条第２５項第２号イに規定する設備について同号に規定する

第１１条の８ 令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の１２第３

項及び第４項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和７年度分

特別税額控除額を、同条第３項に規定する特別税額控除対象納税義務者の第

２２条、第２４条から第２６条まで、附則第６条第２項、附則第１０条第１

項、附則第１１条の３第１項、附則第１１条の４及び附則第１２条の２の規

定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

第１２条・第１２条の２ （略） 

 （読替規定） 

第１３条 （略） 

２ 法附則第１５条第１項、第９項、第１３項、第１５項から第１７項まで、

第１９項、第２４項、第３１項、第３２項、第３４項、第３８項、第４２項

若しくは第４５項、第１５条の２第２項、第１５条の３又は第６３条の規定

の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第１３８条第２項中「又は第３

３項」とあるのは「若しくは第３３項又は附則第１５条から第１５条の３ま

で若しくは第６３条」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１３条の２ （略） 

２～６ （略） 

７ 法附則第１５条第２５項第３号イに規定する設備について同号に規定する
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        改        正        前         改        正        後 

条例で定める割合は、４分の３とする。 

８ 法附則第１５条第２５項第２号ロに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第２５項第２号ハに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第２５項第３号イに規定する設備について同号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規定する設備について同号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規定する設備について同号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第３２項に規定する条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

１４ 法附則第１５条第３３項に規定する条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

１５ 法附則第１５条第４２項に規定する条例で定める割合は、３分の１とす

る。 

１６ 法附則第１５条第４３項に規定する条例で定める割合は、４分の３とす

る。 

条例で定める割合は、４分の３とする。 

８ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第２５項第４号イに規定する設備について同号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第２５項第４号ロに規定する設備について同号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第２５項第４号ハに規定する設備について同号に規定す

る条例で定める割合は、２分の１とする。 

 

 

１３ 法附則第１５条第３２項に規定する条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

１４ 法附則第１５条第４１項に規定する条例で定める割合は、３分の１とす

る。 

１５ 法附則第１５条第４２項に規定する条例で定める割合は、４分の３とす

る。 
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        改        正        前         改        正        後 

１７・１８ （略） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告） 

第１４条 （略） 

２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３～７ （略） 

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同条第５項の高齢

者等居住改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者

は、同条第４項に規定する居住安全改修工事が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

１６・１７ （略） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告） 

第１４条 （略） 

２ （略） 

３ 市長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち

区分所有に係る住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合におい

ても、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）

第５条第４項に規定する管理者等から、法附則第１５条の７第３項に規定す

る期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書類の提出がされ、かつ、

当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の７第１項又は第２項に規定する

要件に該当すると認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条第１項

又は第２項の規定を適用することができる。 

４～８ （略） 

９ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同条第５項の高齢

者等居住改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者

は、同条第４項に規定する居住安全改修工事が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければならない。 
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        改        正        前         改        正        後 

 (1)～(7) （略） 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条第１０項の熱

損失防止改修等専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者

は、同条第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 (1)～(6) （略） 

１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定耐震基準適合住宅につい

て、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住宅に

係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第１０項各号に規定する書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

 (1)～(6) （略） 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修等住宅又

は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分について、これ

らの規定の適用を受けようとする者は、法附則第１５条の９第９項に規定す

る熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

 (1)～(7) （略） 

１０ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条第１０項の

熱損失防止改修等専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする

者は、同条第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１０項各号

に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 (1)～(6) （略） 

１１ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定耐震基準適合住宅につい

て、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住宅に

係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

 (1)～(6) （略） 

１２ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修等住宅又

は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分について、これ

らの規定の適用を受けようとする者は、法附則第１５条の９第９項に規定す

る熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１２項各号に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。 
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        改        正        前         改        正        後 

(1)～(6) （略） 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所

有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定

マンションに係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

 (1)～(5) （略） 

１３ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第

７条第１７項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７条又は附則第３条

第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条

第１９項に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 施行規則附則第７条第１７項に規定する補助の算定の基礎となった当該

耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

 (6) （略） 

(1)～(6) （略） 

１３ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所

有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定 

 マンションに係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１７項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

 (1)～(5) （略） 

１４ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第

７条第１８項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７条又は附則第３条

第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条

第１９項に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 施行規則附則第７条第１８項に規定する補助の算定の基礎となった当該

耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

 (6) （略） 
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１４ （略） 

第１５条 （略） 

 （土地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産

税及び都市計画税の特例に関する用語の意義） 

第１６条 次条から附則第３１条までにおいて、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に掲げる規定に定めるところによる。 

 (1)～(7) （略） 

 (8) 平成５年度適用市街化区域農地 法附則第１９条の３第５項 

（令和４年度又は令和５年度における土地の価格の特例） 

第１７条 市内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を有すると認

められる地域において地価が下落し、かつ、市長が土地の修正前の価格（法

附則第１７条の２第１項に規定する修正前の価格をいう。）を当該年度分の

固定資産税の課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡を失する

と認める場合における当該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第

６９条の規定にかかわらず、令和４年度分又は令和５年度分の固定資産税に

限り、当該土地の修正価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修正価格

をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和４年度適用土地又は令和４年度

類似適用土地であって、令和５年度分の固定資産税について前項の規定の適

１５ （略） 

第１５条 （略） 

 （土地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産

税及び都市計画税の特例に関する用語の意義） 

第１６条 次条から附則第３１条までにおいて、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に掲げる規定に定めるところによる。 

 (1)～(7) （略） 

 (8) 平成５年度適用市街化区域農地 法附則第１９条の３第４項 

（令和７年度又は令和８年度における土地の価格の特例） 

第１７条 市内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を有すると認

められる地域において地価が下落し、かつ、市長が土地の修正前の価格（法

附則第１７条の２第１項に規定する修正前の価格をいう。）を当該年度分の

固定資産税の課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡を失する

と認める場合における当該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第

６９条の規定にかかわらず、令和７年度分又は令和８年度分の固定資産税に

限り、当該土地の修正価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修正価格

をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和７年度適用土地又は令和７年度

類似適用土地であって、令和８年度分の固定資産税について前項の規定の適
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用を受けないこととなるものに対して課する同年度分の固定資産税の課税標

準は、第６９条の規定にかかわらず、修正された価格（法附則第１７条の２

第２項に規定する修正された価格をいう。）で土地課税台帳等に登録された

ものとする。 

 （宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資

産税の特例） 

第１８条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産

税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等の当

該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下

この条において同じ。）に１００分の５（商業地等に係る令和４年度分の固

定資産税にあっては、１００分の２．５）を乗じて得た額を加算した額（令

和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税

用を受けないこととなるものに対して課する同年度分の固定資産税の課税標

準は、第６９条の規定にかかわらず、修正された価格（法附則第１７条の２

第２項に規定する修正された価格をいう。）で土地課税台帳等に登録された

ものとする。 

 （宅地等に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資

産税の特例） 

第１８条 宅地等に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産

税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等の当

該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下

この条において同じ。）に１００分の５を乗じて得た額を加算した額（当該

宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以

下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える場合には、当該宅地等調

整固定資産税額とする。 
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額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える場合には、当該宅

地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和４年度分及び令和５年度分

の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該商業地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０分の６を

乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地

等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和４年度分及び令和５年度分

の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該宅地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０分の２を乗

じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の

３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産

 

 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和６年度から令和８年度まで

の各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１

０分の６を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額を超える場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和６年度から令和８年度まで

の各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０

分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当
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税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上０．７以

下のものに係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税の額

は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける商業地等であるときは、前年度分の固定資産税の課税標

準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税

額とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超えるもの

に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税の額は、第１

項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額とする。 

第１９条 （略） 

該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上０．７以

下のものに係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税の額

は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの 

 規定の適用を受ける商業地等であるときは、前年度分の固定資産税の課税標

準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税

額とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超えるもの

に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税の額は、第１

項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額とする。 

第１９条 （略） 
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 （農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産

税の特例） 

第２０条 農地に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税

の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該農地に係る当該

年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該農地が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に、

当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の

右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額（令和３年度分の固定資産税にあっ

ては、前年度分の固定資産税の課税標準額）を当該農地に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下

「農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には、当該農地調整固定

資産税額とする。 

（略） 

（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の固定資産税の

特例） 

第２１条 （略） 

２・３ （略） 

 （農地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産

税の特例） 

第２０条 農地に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税

の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該農地に係る当該

年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該農地が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第 

１５条の３までの規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）に、当該農地の当該年度の次の表

の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗

じて得た額を当該農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」とい

う。）を超える場合には、当該農地調整固定資産税額とする。 

 

 

（略） 

 （市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の固定資産税の

特例） 

第２１条 （略） 

２・３ （略） 
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４ 令和２年度分の固定資産税について池田市市税条例等の一部を改正する条

例（令和３年池田市条例第１３号）第１条の規定による改正前の池田市市税

条例（以下「令和３年改正前の池田市市税条例」という。）附則第２１条第

３項において準用する同条第１項ただし書の規定の適用を受けた市街化区域

農地に対して課する令和３年度分の固定資産税の額は、前項の規定により算

定した当該市街化区域農地に係る令和３年度分の固定資産税額が、当該市街

化区域農地に係る令和２年度分の固定資産税に係る令和３年改正前の池田市

市税条例附則第２１条第３項において準用する同条第１項ただし書に規定す

る固定資産税の課税標準となるべき額を当該市街化区域農地に係る令和３年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額

を超える場合には、当該固定資産税額とする。 

第２２条 市街化区域農地に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の

固定資産税の額は、前条の規定により算定した当該市街化区域農地に係る当

該年度分の固定資産税額が、当該市街化区域農地の当該年度分の固定資産税

に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該市街化区域農地に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に１００分

の５を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっては、

前年度分の固定資産税の課税標準額）（当該市街化区域農地が当該年度分の

固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３ま

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２２条 市街化区域農地に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の

固定資産税の額は、前条の規定により算定した当該市街化区域農地に係る当

該年度分の固定資産税額が、当該市街化区域農地の当該年度分の固定資産税

に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該市街化区域農地に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に１００分

の５を乗じて得た額を加算した額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に
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での規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下

「市街化区域農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には、当該市

街化区域農地調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る令和４年度分及び令和５

年度分の市街化区域農地調整固定資産税額は、当該市街化区域農地調整固定

資産税額が、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格の３分の１の額に１０分の２を乗じて得た額（当該市街化区

域農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農

地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資

産税額とする。 

第２３条 （略） 

 （宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の都市計

画税の特例） 

第２４条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の都市計画

定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「市街

化区域農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には、当該市街化区

域農地調整固定資産税額とする。 

 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る令和６年度から令和８年

度までの各年度分の市街化区域農地調整固定資産税額は、当該市街化区域農

地調整固定資産税額が、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格の３分の１の額に１０分の２を乗じて得た額（当

該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は

附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地で

あるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街

化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当

該固定資産税額とする。 

第２３条 （略） 

 （宅地等に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の都市計

画税の特例） 

第２４条 宅地等に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の都市計画
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税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の当

該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格（当該宅地等

が当該年度分の都市計画税について法第７０２条の３の規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下同

じ。）に１００分の５（商業地等に係る令和４年度分の都市計画税にあって

は、１００分の２．５）を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の都市

計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準額）（当該宅地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は

附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計

画税額（以下「宅地等調整都市計画税額」という。）を超える場合には、当

該宅地等調整都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和４年度分及び令和５年度分

の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該商業地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に１０分の６を

乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３（第１８項を除く。）又は附則第１５条から第１５条の３までの規定

税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の当

該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格（当該宅地等

が当該年度分の都市計画税について法第７０２条の３の規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下同

じ。）に１００分の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額

（以下「宅地等調整都市計画税額」という。）を超える場合には、当該宅地

等調整都市計画税額とする。 

 

 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和６年度から令和８年度まで

の各年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、

当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に１

０分の６を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第１５条から第１５条の３
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の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき額とした場合における都市計画税額を超える場合には、前項の規定

にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和４年度分及び令和５年度分

の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該宅地等

に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に１０分の２を乗

じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の

３（第１８項を除く。）又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額に満たない場合には、第１項の規定にか

かわらず、当該都市計画税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上０．７以

下のものに係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の都市計画税の額

は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の都市計画税に

係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該課税

までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額を超える場合には、

前項の規定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和６年度から令和８年度まで

の各年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、

当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に１０

分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額に満たない場合には、第１項

の規定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上０．７以

下のものに係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の都市計画税の額

は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の都市計画税に

係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該課税
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標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画

税額（以下「商業地等据置都市計画税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超えるもの

に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の都市計画税の額は、第１

項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画

税額とする。 

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の都市計画

税の特例） 

第２５条 農地に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の都市計画税

の額は、当該農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該農地に係る当該

年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当該農地が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。）又

は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける農地であるとき

標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画

税額（以下「商業地等据置都市計画税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超えるもの

に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の都市計画税の額は、第１

項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画

税額とする。 

 （農地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の都市計画

税の特例） 

第２５条 農地に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の都市計画税

の額は、当該農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該農地に係る当該

年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当該農地が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３（第１８項を除く。）又

は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける農地であるとき
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は、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額。以下この条

において同じ。）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額（令和３年度

分の都市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準額）を当該農

地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額（以下「農地調整都市計画税額」という。）を超える場合に

は、当該農地調整都市計画税額とする。 

（略） 

第２６条・第２７条 （略） 

第２８条 市街化区域農地に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の

都市計画税の額は、附則第２６条の規定により附則第２１条の規定の例によ

り算定した当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該市

街化区域農地の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額に、当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき価格の３分の２の額に１００分の５を乗じて得た額を加算した額

（令和３年度分の都市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準

額）（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条

の３（第１８項を除く。）又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の

適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に定める

は、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）に、当該農

地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に

掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「農地調整

都市計画税額」という。）を超える場合には、当該農地調整都市計画税額と

する。 

 

（略） 

第２６条・第２７条 （略） 

第２８条 市街化区域農地に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の

都市計画税の額は、附則第２６条の規定により附則第２１条の規定の例によ

り算定した当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該市

街化区域農地の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額に、当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき価格の３分の２の額に１００分の５を乗じて得た額を加算した額

（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３

（第１８項を除く。）又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税
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率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下この条におい

て「市街化区域農地調整都市計画税額」という。）を超える場合には、当該

市街化区域農地調整都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る令和４年度分及び令和５

年度分の市街化区域農地調整都市計画税額は、当該市街化区域農地調整都市

計画税額が、当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき価格の３分の２の額に１０分の２を乗じて得た額（当該市街化区

域農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３（第１８項を除

く。）又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける市街化

区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額に満たない場合には、前項の規定にかか

わらず、当該都市計画税額とする。 

第２９条・第３０条 （略） 

（免税点の適用に関する特例） 

第３１条 附則第１８条、第２０条、第２１条及び第２２条の規定の適用があ

る各年度分の固定資産税に限り、第７１条に規定する固定資産税の課税標準

となるべき額は、附則第１８条、第２０条又は第２２条の規定の適用を受け

標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下この条において

「市街化区域農地調整都市計画税額」という。）を超える場合には、当該市

街化区域農地調整都市計画税額とする。 

 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る令和６年度から令和８年

度までの各年度分の市街化区域農地調整都市計画税額は、当該市街化区域農

地調整都市計画税額が、当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格の３分の２の額に１０分の２を乗じて得た額（当

該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３（第

１８項を除く。）又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額に満たない場合には、前項の

規定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

第２９条・第３０条 （略） 

（免税点の適用に関する特例） 

第３１条 附則第１８条、第２０条、第２１条及び第２２条の規定の適用があ

る各年度分の固定資産税に限り、第７１条に規定する固定資産税の課税標準

となるべき額は、附則第１８条、第２０条又は第２２条の規定の適用を受け
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る宅地等、農地又は市街化区域農地についてはこれらの規定に規定する当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき額によるものとし、附則第２１条

の規定の適用を受ける市街化区域農地（附則第２２条の規定の適用を受ける

市街化区域農地を除く。）については附則第２１条第１項（同条第３項にお

いて準用する場合を含む。）又は第４項に規定するその年度分の課税標準と

なるべき額によるものとする。 

第３２条 （略） 

 （特別土地保有税の課税の特例） 

第３３条 附則第１８条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等（附

則第１６条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３４９条の３、第３

４９条の３の２又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用がある

宅地等を除く。）に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分

の特別土地保有税については、第１１９条第１号及び第１２７条中「当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」とあるのは、「当該年度分の

固定資産税に係る附則第１８条第１項から第５項までに規定する課税標準と

なるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成１８

年１月１日から令和６年３月３１日までの間にされたものに対して課する特

別土地保有税については、第１１９条第２号中「不動産取得税の課税標準と

る宅地等、農地又は市街化区域農地についてはこれらの規定に規定する当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき額によるものとし、附則第２１条

の規定の適用を受ける市街化区域農地（附則第２２条の規定の適用を受ける

市街化区域農地を除く。）については附則第２１条第１項（同条第３項にお

いて準用する場合を含む。）に規定するその年度分の課税標準となるべき額

によるものとする。 

第３２条 （略） 

 （特別土地保有税の課税の特例） 

第３３条 附則第１８条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等（附

則第１６条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３４９条の３、第３

４９条の３の２又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用がある

宅地等を除く。）に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分

の特別土地保有税については、第１１９条第１号及び第１２７条中「当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」とあるのは、「当該年度分の

固定資産税に係る附則第１８条第１項から第５項までに規定する課税標準と

なるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成１８

年１月１日から令和９年３月３１日までの間にされたものに対して課する特

別土地保有税については、第１１９条第２号中「不動産取得税の課税標準と
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なるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格（法附

則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における課税標準

となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし、「令第５４条

の３８第１項に規定する価格」とあるのは「令第５４条の３８第１項に規定

する価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に

おける価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

３～５ （略） 

第３４条～第３５条の２ （略） 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第３６条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第３７条 （略） 

なるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格（法附

則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における課税標準

となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし、「令第５４条

の３８第１項に規定する価格」とあるのは「令第５４条の３８第１項に規定

する価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に

おける価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

３～５ （略） 

第３４条～第３５条の２ （略） 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第３６条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第３６条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第３７条 （略） 
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２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 

 

 

 

４ （略） 

 （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第３８条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 

 

 

 

第３９条・第４０条 （略） 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第３７条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

４ （略） 

 （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第３８条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第３８条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

第３９条・第４０条 （略） 

 （短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 
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第４１条 （略） 

２～４ （略） 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第４２条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 

 

 

 

第４３条～第４７条 （略） 

 （先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第４８条 （略） 

第４１条 （略） 

２～４ （略） 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第４１条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第４２条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第４２条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

第４３条～第４７条 （略） 

 （先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第４８条 （略） 
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２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 （特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第４９条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 

 

 

 

３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 

 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第４８条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第４９条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第４９条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、
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 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第５０条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 

 

 

 

３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 

 

 

 

６ （略） 

 （用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する固定資産税等の特

「所得割の額並びに附則第４９条第３項後段の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第５０条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第５０条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第１１条の５及び附則第１１条の８の規定の適用については、附則

第１１条の５第１項及び附則第１１条の８中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第５０条第３項後段の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

６ （略） 

 （用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する固定資産税等の特

-
 
5
4
 
-



        改        正        前         改        正        後 

例に関する経過措置） 

第５１条 地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）附則第１

４条第１項の規定に基づき、令和３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税及び都市計画税については、法附則第１８条の３及び第２５条の３

の規定は適用しない。 

第５２条～第５６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例に関する経過措置） 

第５１条 地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）附則第２

１条第１項の規定に基づき、令和６年度から令和８年度までの各年度分の固

定資産税及び都市計画税については、法附則第１８条の３及び第２５条の３

の規定は適用しない。 

第５２条～第５６条 （略） 
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報告第４号 

 

 

処分報告について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下

記の事項について次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれ

を報告し、承認を求める。 

 

記 

 

令和５年度池田市一般会計補正予算（第１４号） 

 

 

  令和６年５月１６日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

理  由 

地方交付税等の確定に伴い、令和５年度として予算化する必要が生じたの

で、専決処分したものである。 
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専決第４号

　令和５年度池田市の一般会計補正予算（第１４号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ３９,２７８千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　４７,０２７,７３９千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､ 「第１表  歳入歳

　出予算補正」による。

　　令和６年３月３１日　専決処分

令和５年度池田市一般会計補正予算（第１４号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子
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報告第４号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 １ ４ 号

令和５年度
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歳 入
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歳 出
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参 考 資 料
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（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 22,913,016     ─  　 22,913,016     

人　  件　  費 8,119,506     ─  　 8,119,506     

扶　  助　  費 10,972,822     ─  　 10,972,822     

公　  債　  費 3,820,688     ─  　 3,820,688     

 投 資 的 経 費 3,127,130     ─  　 3,127,130     

 そ　   の   　他 21,026,871     △ 39,278     20,987,593     

物　  件　  費 8,597,559     ─  　 8,597,559     

そ　  の　  他 12,429,312     △ 39,278     12,390,034     

47,067,017     △ 39,278     47,027,739     合 計

区 分

歳 出 性 質 別 表
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寄 付 指 定 事 業 件 数 金 額（千円） 基　金　名 積立額（千円）

　消防の充実に関する事業 76 41,573 -                 

　地域コミュニティの推進に関する事業 61 1,689 -                 

　商工、農林及び園芸の振興に関する事業 92 1,807 - 

　観光の振興に関する事業 234 5,825 - 

　五月山の保全事業 87 2,289 - 

　郷土の歴史・文化・遺産を守り伝える事業 73 1,650 -                 

　大型遊具設置事業 24 493 -                 

　ウォンバットの受け入れと五月山動物園の再整備事業 529 13,728 -                 

　指定無し 2,394 55,896 -                 

　市民安全の充実に関する事業 807 20,075 -                 　世界に誇れる安全で安心なまちづくり基金 20,075

　公益活動の促進に関する事業 42 857 -                 　公益活動促進基金 857

　文化の振興に関する事業 97 2,355 -                 　文化振興基金 2,355

　環境の保全及び改善に関する事業（環境関係） 155 3,634 -                 　環境基金 3,634

　環境の保全及び改善に関する事業（緑化関係） 30 3,310 -                 　緑化基金 3,310

　保健福祉の充実に関する事業 191 14,105 -                 　福祉基金 14,105

　子育て支援の充実に関する事業 1,324 30,809 -                 　子ども・子育て基金 30,809

　公共施設の充実に関する事業 44 2,247 -                 　公共施設整備基金 2,247

　教育の充実に関する事業 171 4,456 -                 　教育振興基金 4,456 

　スポーツの振興に関する事業 72 2,044 -                 　スポーツ振興基金 2,044 

　歴史と伝統の「猪名川花火大会」応援事業 36 2,000 2,000           

　高齢者健康維持・増進事業 61 1,617 1,617           

　まち・ひと・しごと創生事業（企業版ふるさと納税） 1 177 177              

計 6,601 212,636 3,794 計 208,842

みんなでつくるまちの寄付金関係 補正予算参考資料

令和５年度 みんなでつくるまちの寄付内訳 事業充当額
（千円）

基金積立内訳

　みんなでつくるまち推進基金 124,950

-
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報告第５号 

 

 

債権の放棄に係る報告について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定に基

づき、池田市債権管理条例（平成３０年池田市条例第３号）第７条の規定によ

り市の債権を放棄したので、同条例第８条の規定により報告する。 

 

 

令和６年５月１６日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子 

 

 

 

 

理  由 

令和５年度中に放棄した市の債権について報告するものである。 
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池田市債権管理条例（平成３０年池田市条例第３号。以下「条例」という。）

第７条各号のいずれかに該当することにより、令和５年度中に放棄した非強制

徴収債権及びその履行の遅滞に係る延滞金、遅延損害金その他の徴収金は以下

のとおりである。 

 

 

番号 備　　考

1 平成20年9月2日 198,000 条例第7条第3号（消滅時効）

2 平成21年3月9日 250,000 条例第7条第3号（消滅時効）

3 平成21年4月13日 155,000 条例第7条第3号（消滅時効）

4 平成21年9月28日 250,000 条例第7条第3号（消滅時効）

5 平成21年10月13日 250,000 条例第7条第3号（消滅時効）

計 1,103,000

番号 備　　考

1 平成2年3月27日 132,000 条例第7条第3号（消滅時効）

2 平成13年2月14日 264,000 条例第7条第3号（消滅時効）

計 396,000

番号 備　　考

1 平成21年8月5日 29,000 条例第7条第3号（消滅時効）

2 平成24年12月27日 159,000 条例第7条第3号（消滅時効）

3 平成28年1月8日 526,235 条例第7条第3号（消滅時効）

4 平成28年5月2日 48,236 条例第7条第3号（消滅時効）

5 平成29年1月13日 20,624 条例第7条第3号（消滅時効）

6 平成29年4月5日 19,984 条例第7条第3号（消滅時効）

7 平成29年9月20日 107,077 条例第7条第3号（消滅時効）

8 平成30年3月25日 154,864 条例第7条第3号（消滅時効）

9 平成30年11月2日 109,072 条例第7条第3号（消滅時効）

10 平成30年12月9日 224,890 条例第7条第3号（消滅時効）

11 平成30年12月21日 510,103 条例第7条第3号（消滅時効）

12 平成31年3月25日 44,867 条例第7条第3号（消滅時効）

13 令和元年5月14日 90,308 条例第7条第3号（消滅時効）

14 令和元年7月26日 4,770 条例第7条第3号（消滅時効）

15 令和元年8月8日 3,541 条例第7条第3号（消滅時効）

放棄する債権の名称（所属）

福祉貸付資金〔生活資金貸付金〕（福祉部）

令和6年3月31日

発生年月日 放　棄　事　由

放棄する債権の名称（所属）

債権放棄年月日

債権額（円）

放棄する債権の名称（所属） 福祉貸付資金〔高等学校入学準備金貸付金〕（福祉部）

債権放棄年月日 令和6年3月31日

発生年月日 債権額（円） 放　棄　事　由

使用料（市立池田病院事務局）

令和6年3月11日

発生年月日 放　棄　事　由債権額（円）

債権放棄年月日
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番号 備　　考

16 令和元年10月28日 6,179 条例第7条第3号（消滅時効）

17 令和元年10月31日 60,406 条例第7条第3号（消滅時効）

18 令和元年12月16日 6,799 条例第7条第3号（消滅時効）

19 令和2年2月3日 1,977 条例第7条第3号（消滅時効）

20 令和2年3月8日 14,280 条例第7条第3号（消滅時効）

計 2,142,212

番号 備　　考

1 平成18年5月15日 64,563 条例第7条第3号（消滅時効）

2 平成18年5月30日 223,960 条例第7条第3号（消滅時効）

3 平成18年6月28日 257,270 条例第7条第3号（消滅時効）

4 平成20年2月28日 548,467 条例第7条第3号（消滅時効）

5 平成29年4月18日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

6 平成29年4月18日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

7 平成29年4月18日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

8 平成29年4月18日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

9 平成29年4月18日 783 条例第7条第3号（消滅時効）

10 平成29年4月18日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

11 平成29年4月18日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

12 平成29年4月18日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

13 平成29年4月18日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

14 平成29年4月18日 820 条例第7条第3号（消滅時効）

15 平成29年4月18日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

16 平成29年4月18日 2,299 条例第7条第3号（消滅時効）

17 平成29年4月18日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

18 平成29年4月18日 3,888 条例第7条第3号（消滅時効）

19 平成29年4月18日 6,866 条例第7条第3号（消滅時効）

20 平成29年4月18日 1,252 条例第7条第3号（消滅時効）

21 平成29年4月28日 1,150 条例第7条第3号（消滅時効）

22 平成29年4月28日 1,150 条例第7条第3号（消滅時効）

23 平成29年4月28日 26,684 条例第7条第3号（消滅時効）

24 平成29年4月28日 32,801 条例第7条第3号（消滅時効）

25 平成29年4月28日 3,444 条例第7条第3号（消滅時効）

26 平成29年4月28日 2,872 条例第7条第3号（消滅時効）

27 平成29年4月28日 4,923 条例第7条第3号（消滅時効）

28 平成29年4月28日 6,564 条例第7条第3号（消滅時効）

29 平成29年4月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

30 平成29年4月28日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

31 平成29年4月28日 12,559 条例第7条第3号（消滅時効）

32 平成29年5月16日 6,564 条例第7条第3号（消滅時効）

33 平成29年5月16日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

使用料〔水道料金及びメーター料〕（上下水道部）

令和6年3月31日

発生年月日 放　棄　事　由債権額（円）

放棄する債権の名称（所属）

債権放棄年月日

発生年月日 債権額（円） 放　棄　事　由

- 93 -



 

番号 備　　考

34 平成29年5月16日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

35 平成29年5月16日 43,234 条例第7条第3号（消滅時効）

36 平成29年5月16日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

37 平成29年5月16日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

38 平成29年5月16日 7,780 条例第7条第3号（消滅時効）

39 平成29年5月16日 4,923 条例第7条第3号（消滅時効）

40 平成29年5月16日 1,965 条例第7条第3号（消滅時効）

41 平成29年5月16日 1,620 条例第7条第3号（消滅時効）

42 平成29年5月16日 4,599 条例第7条第3号（消滅時効）

43 平成29年5月30日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

44 平成29年5月30日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

45 平成29年5月30日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

46 平成29年5月30日 1,916 条例第7条第3号（消滅時効）

47 平成29年5月30日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

48 平成29年5月30日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

49 平成29年5月30日 17,970 条例第7条第3号（消滅時効）

50 平成29年5月30日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

51 平成29年5月30日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

52 平成29年5月30日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

53 平成29年5月30日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

54 平成29年5月30日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

55 平成29年5月30日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

56 平成29年5月30日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

57 平成29年5月30日 2,872 条例第7条第3号（消滅時効）

58 平成29年5月30日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

59 平成29年5月30日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

60 平成29年5月30日 3,078 条例第7条第3号（消滅時効）

61 平成29年6月16日 3,832 条例第7条第3号（消滅時効）

62 平成29年6月16日 6,132 条例第7条第3号（消滅時効）

63 平成29年6月28日 1,857 条例第7条第3号（消滅時効）

64 平成29年6月28日 2,872 条例第7条第3号（消滅時効）

65 平成29年6月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

66 平成29年6月28日 15,798 条例第7条第3号（消滅時効）

67 平成29年7月28日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

68 平成29年7月28日 6,564 条例第7条第3号（消滅時効）

69 平成29年7月28日 109,137 条例第7条第3号（消滅時効）

70 平成29年7月28日 7,440 条例第7条第3号（消滅時効）

71 平成29年7月28日 3,692 条例第7条第3号（消滅時効）

72 平成29年7月28日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

73 平成29年7月28日 6,564 条例第7条第3号（消滅時効）

74 平成29年8月16日 11,436 条例第7条第3号（消滅時効）

75 平成29年8月16日 1,857 条例第7条第3号（消滅時効）

76 平成29年8月16日 6,132 条例第7条第3号（消滅時効）

発生年月日 債権額（円） 放　棄　事　由
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番号 備　　考

77 平成29年8月16日 3,390 条例第7条第3号（消滅時効）

78 平成29年8月16日 4,599 条例第7条第3号（消滅時効）

79 平成29年8月16日 4,243 条例第7条第3号（消滅時効）

80 平成29年8月16日 14,087 条例第7条第3号（消滅時効）

81 平成29年8月16日 2,343 条例第7条第3号（消滅時効）

82 平成29年8月29日 70,458 条例第7条第3号（消滅時効）

83 平成29年8月29日 5,010 条例第7条第3号（消滅時効）

84 平成29年8月29日 410 条例第7条第3号（消滅時効）

85 平成29年8月29日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

86 平成29年8月29日 4,513 条例第7条第3号（消滅時効）

87 平成29年9月19日 4,923 条例第7条第3号（消滅時効）

88 平成29年9月19日 4,923 条例第7条第3号（消滅時効）

89 平成29年9月19日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

90 平成29年9月19日 4,599 条例第7条第3号（消滅時効）

91 平成29年9月19日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

92 平成29年9月19日 65,542 条例第7条第3号（消滅時効）

93 平成29年9月20日 766 条例第7条第3号（消滅時効）

94 平成29年9月28日 4,923 条例第7条第3号（消滅時効）

95 平成29年9月28日 4,599 条例第7条第3号（消滅時効）

96 平成29年9月28日 4,923 条例第7条第3号（消滅時効）

97 平成29年9月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

98 平成29年9月28日 2,051 条例第7条第3号（消滅時効）

99 平成29年9月28日 6,564 条例第7条第3号（消滅時効）

100 平成29年9月28日 1,150 条例第7条第3号（消滅時効）

101 平成29年10月17日 1,231 条例第7条第3号（消滅時効）

102 平成29年10月17日 4,599 条例第7条第3号（消滅時効）

103 平成29年10月17日 1,722 条例第7条第3号（消滅時効）

104 平成29年10月17日 5,571 条例第7条第3号（消滅時効）

105 平成29年10月30日 83,970 条例第7条第3号（消滅時効）

106 平成29年10月30日 2,683 条例第7条第3号（消滅時効）

107 平成29年10月30日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

108 平成29年10月30日 2,461 条例第7条第3号（消滅時効）

109 平成29年11月16日 4,923 条例第7条第3号（消滅時効）

110 平成29年11月16日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

111 平成29年11月16日 2,947 条例第7条第3号（消滅時効）

112 平成29年11月16日 4,923 条例第7条第3号（消滅時効）

113 平成29年11月16日 5,085 条例第7条第3号（消滅時効）

114 平成29年11月28日 4,599 条例第7条第3号（消滅時効）

115 平成29年11月28日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

116 平成29年11月28日 5,550 条例第7条第3号（消滅時効）

117 平成29年11月28日 4,513 条例第7条第3号（消滅時効）

118 平成29年11月28日 4,513 条例第7条第3号（消滅時効）

119 平成29年11月28日 4,923 条例第7条第3号（消滅時効）

発生年月日 債権額（円） 放　棄　事　由
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120 平成29年11月28日 4,923 条例第7条第3号（消滅時効）

121 平成29年11月28日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

122 平成29年12月18日 4,102 条例第7条第3号（消滅時効）

123 平成29年12月18日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

124 平成29年12月28日 1,150 条例第7条第3号（消滅時効）

125 平成29年12月28日 2,937 条例第7条第3号（消滅時効）

126 平成29年12月28日 31,891 条例第7条第3号（消滅時効）

127 平成29年12月28日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

128 平成29年12月28日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

129 平成29年12月28日 3,606 条例第7条第3号（消滅時効）

130 平成29年12月28日 2,623 条例第7条第3号（消滅時効）

131 平成30年1月16日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

132 平成30年1月16日 14,395 条例第7条第3号（消滅時効）

133 平成30年1月16日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

134 平成30年1月16日 12,983 条例第7条第3号（消滅時効）

135 平成30年1月16日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

136 平成30年1月16日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

137 平成30年1月16日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

138 平成30年1月16日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

139 平成30年1月30日 8,574 条例第7条第3号（消滅時効）

140 平成30年1月30日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

141 平成30年1月30日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

142 平成30年1月30日 3,066 条例第7条第3号（消滅時効）

143 平成30年1月30日 2,872 条例第7条第3号（消滅時効）

144 平成30年1月30日 3,282 条例第7条第3号（消滅時効）

145 平成30年1月30日 9,126 条例第7条第3号（消滅時効）

146 平成30年2月16日 9,581 条例第7条第3号（消滅時効）

147 平成30年2月16日 7,668 条例第7条第3号（消滅時効）

148 平成30年2月16日 21,481 条例第7条第3号（消滅時効）

149 平成30年2月16日 7,311 条例第7条第3号（消滅時効）

150 平成30年2月16日 2,991 条例第7条第3号（消滅時効）

151 平成30年2月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

152 平成30年2月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

153 平成30年2月28日 3,909 条例第7条第3号（消滅時効）

154 平成30年2月28日 5,658 条例第7条第3号（消滅時効）

155 平成30年2月28日 410 条例第7条第3号（消滅時効）

156 平成30年2月28日 2,872 条例第7条第3号（消滅時効）

157 平成30年2月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

158 平成30年2月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

159 平成30年2月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

160 平成30年3月16日 13,661 条例第7条第3号（消滅時効）

161 平成30年3月16日 2,991 条例第7条第3号（消滅時効）

162 平成30年3月16日 38,718 条例第7条第3号（消滅時効）

発生年月日 債権額（円） 放　棄　事　由
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163 平成30年3月16日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

164 平成30年3月16日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

165 平成30年3月16日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

166 平成30年3月16日 2,343 条例第7条第3号（消滅時効）

167 平成30年3月16日 3,801 条例第7条第3号（消滅時効）

168 平成30年3月16日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

169 平成30年3月28日 2,213 条例第7条第3号（消滅時効）

170 平成30年3月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

171 平成30年3月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

172 平成30年3月28日 1,533 条例第7条第3号（消滅時効）

173 平成30年3月28日 2,181 条例第7条第3号（消滅時効）

174 平成30年3月28日 3,834 条例第7条第3号（消滅時効）

175 平成30年3月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

176 平成30年3月28日 1,722 条例第7条第3号（消滅時効）

177 平成30年3月28日 1,641 条例第7条第3号（消滅時効）

計 2,232,253

発生年月日 債権額（円） 放　棄　事　由
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議案第４０号 

 

 

池田市監査委員の選任について 

                       

 

下記の者を池田市監査委員に選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１９６条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 

 住 所                        

 

  氏 名     山 本 明 人 

 

                     生    

 

 

    令和６年５月１６日  提出 

 

                       池田市長  瀧 澤 智 子   

 

理  由 

   池田市監査委員として識見を有する者のうちから選任されている山本明人

氏は、来る令和６年５月３１日をもって任期満了となるので、その後任を選

任するものである。 
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議案第４１号 

 

 

池田市監査委員の選任について 

                       

 

  下記の者を池田市監査委員に選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１９６条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 

  住 所 

 

  氏 名 

 

             年  月  日生    

※議会運営の都合上、選任する候補者の住所、氏名及び生年月日は表示なし  

 

    令和６年５月１６日  提出 

 

                       池田市長  瀧 澤 智 子   

 

理  由 

池田市監査委員として議会議員のうちから選任されている藤本昌宏氏は、

来る令和６年５月３１日をもって辞任されるので、その後任を選任するもの

である。 
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議案第４２号 

 

 

池田市職員懲戒審査委員会委員の選任について 

 

 

下記の者を池田市職員懲戒審査委員会委員に選任したいので、地方自治法施

行規程（昭和２２年政令第１９号）第１６条第３項の規定により、議会の同意

を求める。 

 

記 

 

（市職員から選任する者） 

  住 所                   

 氏 名     衛 門 昭 彦 

                           生     

 

 

  令和６年５月１６日  提出 

 

                                  池田市長 瀧 澤 智 子   

 

理  由 

   池田市職員懲戒審査委員会委員は、現在１名欠員のため選任するものであ

る。 
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